本財務諸表における表記方法について
·  各勘定の金額は、百万円未満を四捨五入しています。
なお、百万円未満の表示は、次のとおりです。
	「０」
	四捨五入の結果、百万円未満のもの

	「－」又は空白　
	金額が存在しないもの


·  端数処理の結果、表内の合計数値と一致しない場合があります。
· 　注記の記載については、以下のとおりです。
・注記の記載レベル
財務諸表の注記については、大阪府財務諸表作成基準（平成23年3月29日会計第3894号）の第27条から第31条に規定され、①重要な会計方針、　　　②重要な後発事象、③偶発債務、④追加情報の４項目で構成されています。
大阪府の財務諸表は、各会計合算、会計別、部局別、事業別と様々なレベルで作成することから、注記の記載レベルについては次表のとおりとしています。
[image: image1.emf]各会計合算 会計別 部局別 事業別

（１）固定資産の減価償却の方法

（２）法人等出資金の評価基準及び評価方法

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（４）引当金の計上基準

全庁に関わる内容を記載 会計別に固有事項を記載

（５）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

全庁方針を記載

（１）主要な業務の改廃

（２）組織・機構の大幅な変更

（３）地方財政制度の大幅な改正

（４）重大な災害等の発生

（５）その他重要な後発事象

（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のう

ち、履行すべき額が未確定なもの

（２）係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの

中で重要なもの

（３）その他主要な偶発債務

（１）固定資産の減損の兆候及び認識

減損損失額の総計を土地・建

物等別に記載

該当会計の減損損失額の総

計を土地・建物等別に記載

該当部局の減損損失額の総

計を土地・建物等別に記載

該当事業別に全件を記載

（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出

予定額

（３）繰越事業に係る将来の支出予定額

（４）一時借入金の実績額等

（５）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認めら

れる事項

注記（追加情報）

部局別・事業別に記載したも

ののうち主なものを会計別に

記載

会計別に記載したもののうち

主なものを記載

該当部局の金額・内容等から

重要なものを記載

該当事業の金額・内容等から

重要なものを記載

該当事業の金額・内容等から

重要なものを記載

該当部局の金額・内容等から

重要なものを記載

会計別等財務諸表における注記の記載レベル　一覧

各会計合算において全庁方針を記載しているため記載せず

各会計合算・会計別において方針を記載しているため記載

せず

全庁方針を記載 各会計合算において全庁方針を記載しているため記載せず

全庁に関わる内容を記載 各会計合算において全庁に関わる内容を記載しているため記載せず

会計別に記載したもののうち

主なものを記載

部局別・事業別に記載したも

ののうち主なものを会計別に

記載

注記（重要な会計方針）

注記（重要な後発事象）

注記（偶発債務）


・記載内容の考え方
　　　 　各財務諸表の注記では、事業別財務諸表に最も詳しく記載し、部局別財務諸表、会計別財務諸表、各会計合算財務諸表へと対象が大きくなるにつれ、重要な内容のものをピックアップして記載しています。
・記載の省略
各財務諸表の注記において該当のない項目については項目名も含めて記載せず、以降の項目について、項目番号を繰り上げて記載しています。
